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概要 

既往レポート「不動産に潜在するリスク要因とその分類」1に示したように企業が保有する不動産には多数

のリスクが潜在しているが、一概に不動産と言っても、その種別（用途）・類型（土地・建物の別）の組み合

わせは数多くある。本レポートでは製造業を主とする企業の保有工場を対象として、そこに潜在する遵法性

リスクについて紹介していきたい。 
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1.企業不動産に係るリスク 

不動産に係るリスク調査は、表 1 に示す通り物理的調査、経済的調査および法的調査に分類されるが、本

レポートでは、このうち物理的調査において把握される遵法性リスク2について紹介したい。 

表 1の詳細については、既往レポート「不動産に潜在するリスク要因とその分類」3を参照されたい。 

なお、本レポートでは工場建物のハード面に関連する問題点に着目しており、労働環境を主とする労働安

全衛生法・作業環境測定法等は対象外とする。 

表 1 不動産に係る主なリスク4 

調査種別 リスク分類 概 要 

物理的調査 

自然災害リスク 地震、風水災等による損傷リスク 

火災リスク 建物内での発火または延焼による火災リスク 

遵法性リスク 建築基準法等への適合性リスク 

修繕リスク 維持管理・修繕費用の変動リスク 

土壌汚染リスク 土壌に有害物質が存在するリスク 

埋設物リスク 地下に除去が必要な埋設物が存在するリスク 

有害物質リスク 建物に有害物質が存在するリスク 

建物環境リスク 建物内の空気・水質等の環境リスク 

維持管理リスク 管理上の事故による第三者への損害賠償等の発生リスク 

経済的調査 

不動産市場変動リスク 不動産価格・賃料等の変動リスク 

金利リスク 貸出金利等の変動リスク 

流動性リスク 不動産の換金可能性リスク 

不動産管理運営リスク 保守管理・賃貸経営管理の良否に係るリスク 

法的調査 
権利関係リスク 所有権等権利関係に係るリスク 

法改正リスク 法改正への対応費用発生リスク 

2.企業不動産に係る遵法性リスク 

遵法性リスクとは対象不動産が建築基準法および消防法など後述する建築基準関係規定、地方自治体の定

める条例などに対し適合しないといったガバナンスリスクであり、ESG 投資が進展する現在において注目す

べきリスクのひとつである。 

建物の新築・増築工事などを行う場合、通常、建築主は設計事務所や建設会社に設計業務を委託し、委託

された会社は設計図を作成する。設計図は建築主事または指定確認検査機関により遵法性について審査が行

われ、確認済証が交付されると着工が可能となる。さらに工事完了時に確認検査を受け、遵法性上問題ない

場合には検査済証が交付される。 

この一連の建築確認手続きを経て、建物は竣工時点における遵法性が担保される。しかし、不動産を使用

                              
2 遵法性リスクは法的リスクに該当するが、表 1は不動産デューデリジェンスにおいて実施される調査範囲に対応して分類している。

一般的に遵法性リスク調査は、一級建築士等により実施される物理的調査に含まれる。 
3 前掲脚注 1に同じ 
4 国土交通省不動産リスクマネジメント研究会 不動産リスクマネジメントに関する調査研究（2010 年 3 月）P28 

(https://www.mlit.go.jp/common/001205256.pdf アクセス日 2023-03-10)を参照し当社作成 
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していく中で改修工事やテナント入れ替えなどが必要となり、これに伴って竣工時点から改変が加えられる

際に遵法性が損なわれる場合がある。このように遵法性が損なわれた状態で不動産を保有するリスクが顕在

化する場面を例示すると以下の通りである。 

①地震等の自然災害、火災、労働災害の発生時 

 災害発生時、建物に建築基準法等法令違反が発見された場合、企業の使用者責任が問われることがある。 

②不動産売却時 

不動産売却価格は、一般的には当該不動産が遵法性を満足した状態を前提として決定されるものであ

る。しかし、取引前に遵法性調査が行われ不適合箇所が確認された場合、その是正費用は売主負担もし

くは売買価格から控除され、売却価格の予期せぬ低下につながる可能性がある。 

また、建物全体を自己使用している不動産の売却を検討する際には、経済価値を最大化するためにマ

ルチテナント仕様への変更やオフィスビルから店舗への用途変更などの改修工事が必要となる場合があ

る。このような改修工事の際には、既存不適格事項を含め各種法令への適合が必要なため、その可能性

や難易の程度について事前に検討しておくことも有用である。 

③不動産保有期間中 

売却価格は不動産の経済価値を示す重要な指標であるため、保有期間中においても帳簿価格と時価と

の乖離に伴う減損リスクの判定に有用であり、その算定時に法不適合箇所が確認されることがある。 

また、確認申請が必要となる増築や用途変更といった改修計画時に法不適合箇所が確認された場合、

その是正に思わぬ時間と費用を要することになり、計画に支障をきたす可能性がある。 

3.工場に係る遵法性リスク 

3.1 企業不動産における工場の現状 

製造業において企業の保有する不動産は、主に経営・営業・販売・管理等を行うオフィスと商品を製造す

る工場に分類される。これらの他に原材料・商品等を保管する倉庫もあるが、近年では外部委託されること

が多い。 

オフィスは企業の顔となり、また顧客との接近性など営業上のメリットやその他の機能上、多くが大都市

の中心部に立地し、その意匠性・機能性が重視される。そのため、自社保有ビルではメンテナンスが適切に

行われ、賃貸不動産を活用する場合でも築年の浅いビルが指向される。 

 一方、工場は生産性に関連する経済合理性が重視される。土地価格が安く大規模な敷地が確保しやすく、

後述する用途地域等行政上の条件、高速道路・鉄道等輸送施設が整った郊外に立地することが多いため、一

般消費者の見学を受け入れる施設を除き、経営層・消費者の目に触れる機会は少ない。このような工場では

計画的な施設管理を行うことが難しく、必要に応じて工場の増改築や修繕を行い、結果として建築基準法な

どへの遵法性が損なわれているケースが多くなる。 

 また、確認申請書類、設計図の管理が適切に行われていないケースも散見され、建物の現状を使用者自身

が把握できていないといった問題点も見られる。 
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3.2 工場に係る事故事例 

労働災害分析データ5によると、工場においてリスクが顕在化するのは多くの場合、人の安全を損なう事故・

災害発生時である。事故の型としては「はさまれ・巻き込まれ」「転倒」「墜落・転落」といった製造工程に関

連するものが多数を占める一方で、建物の遵法性に関連する「火災」も一定数発生している（表 2）。 

なお、表中の赤文字の項目は年平均増減率がプラスになっている項目を示している。 

3.3 工場における火災の発生状況 

消防庁の公表資料6によると、建物用途別では工場・作業場は住宅、

雑居ビルなどの特定複合用途に次ぐ火災発生件数（表 3）および負傷者

数（表 4）となっている。 

火災に対しては主に、建築基準法と消防法により対策が規定されてい

る。建築基準法では火煙の抑制､在館者の避難経路の確保、避難完了ま

での構造安全性について規定され、消防法では消防用設備などのハード

面および防火管理などのソフト面から出火防止､発見・通報といった火

災の初期段階の対応について規定されている。 

しかし、工場においてはその使用上の合理性を考慮して、一定の条

件を付して防火区画や排煙設備といった防災設備の緩和規定が認め

られているが、時の経過に伴い建物の改変が行われ、当初の設計上の条

件を満足しない状態になっているものもみられる。詳細については 5 章

にて述べる。 

表 3・表 4 において、工場・作業場の個別の火災発生原因・延焼の程

度など詳細は不明であるが、建築基準法等の規定に適合していないこと

に起因した火災発生や延焼拡大の事例も含まれているものと推測され

る。 

                              
5 中央労働災害防止協会.“労働災害事例、災害統計、法令・通達、行政情報等.”中央労働災害防止協会 HP，

https://www.jisha.or.jp/info/bunsekidata/index.html，（アクセス日 2023-3-13）. 
6 消防庁消防統計「令和 3年（１～12 月）における火災の状況（確定値）について」（令和 4年 10 月 28 日）を基に当社作成 

表 2 労働災害分析データ 5 

表 3 建物用途別の火災発生状況 6  

表 4 建物用途別の負傷者発生状況 6 

件数 構成比

10,936 55.9%

一般住宅 7,242 37.0%

共同住宅 3,334 17.1%

併用住宅 360 1.8%

1,784 9.1%

1,639 8.4%

706 3.6%

694 3.6%

461 2.4%

453 2.3%

235 1.2%

用途別

特定複合用途

工場・作業場

事務所等

非特定複合用途

倉庫

飲食店

物品販売店舗等

住宅火災

件数 構成比

一般住宅 2,232 49.2%

966 21.3%

335 7.4%

226 5.0%

191 4.2%

98 2.2%

74 1.6%

53 1.2%

49 1.1%

21 0.5%

事務所等

倉庫

グループホーム等

共同住宅

特定複合用途

工場・作業場

非特定複合用途

飲食店

併用住宅

用途別
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3.4 建物における遵守すべき法令 

工場建屋に係る遵法性リスクの対象としては、主に建築基準関係規定がある（表 5）。 

建築基準関係規定とは、建築基準法第六条の規定で、確認申請において適合させる必要がある各種規定に

ついて定義されたものをいう。 

表 5 建築基準関係規定7 

法 令 概 要 

建築基準法 詳細については 4章に記載する。 

消防法 消防用設備の設置、防火管理・危険物保管等の届出義務 

屋外広告物法 屋外広告物の表示の禁止・制限 

港湾法 臨港地区内の分区内の建築物の規制 

高圧ガス保安法 圧縮天然ガスの家庭用設備の設置の規制 

ガス事業法 ガス消費機器の設置等の基準適合義務 

駐車場法 駐車施設の構造・附置、路外駐車場の届出義務 

水道法 給水装置の構造及び材質の規制 

下水道法 排水設備の設置及び構造の規制 

宅地造成等規制法 宅地造成等規制区域内の宅地造成に関する工事の許可 

流通業務市街地の整備に関する法律 流通業務地区内の規制 

液化石油ガスの保安の確保及び 

取引の適正化に関する法律 
供給設備又は消費設備の設置等工事の技術基準適合義務 

都市計画法 開発行為の許可、用途地域・建蔽率・容積率の指定 

特定空港周辺航空機 

騒音対策特別措置法 

航空機騒音障害防止地区・航空機騒音障害防止特別地区内 

における建築の制限等 

自転車の安全利用の促進及び自転車等 

の駐車対策の総合的推進に関する法律 
自転車等の駐車対策の総合的推進、駐輪場の附置 

浄化槽法 浄化槽の設置、保守点検、清掃に関する規制 

特定都市河川浸水被害対策法 雨水浸透阻害行為に対する雨水貯留浸透施設の設置義務 

高齢者、障害者等の移動等の 

円滑化の促進に関する法律 

高齢者・障害者・不特定多数の人が利用する建築物（病院、百貨

店、老人ホーム等）におけるバリアフリー基準への適合義務 

都市緑地法 緑化地域内の建築物に対する緑化率の最低限度への適合義務 

都市の低炭素化の促進に関する法律 低炭素建築物新築等計画認定による容積率の緩和 

建築物のエネルギー消費性能の 

向上に関する法律 

特定建築物（非住宅部分の床面積 300 ㎡以上）の新築・増改築 

等特定建築行為における基準適合義務 

 

実際の建築基準関係規定は、法律、政令、省令の他に自治体で定める条例を含むため、確認申請を提出す

る自治体によってその内容は異なる。東京都建築安全条例、大阪市大阪府建築基準法施行条例などがその例

である。 

                              
7 建築基準法関係規定の対象となる具体的な法令を定めた建築基準法施行令第九条に基づき当社作成 
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4.建築基準法の概要 

本章では次章で詳述する「不適合箇所の具体例」の理解のため、建築基準関係規定のうち代表的な建築基

準法の概要について述べる。 

4.1 建築基準法の目的 

建築基準法の目的は次のように示されている。 

第一条「この法律は、建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めて、国民の生命、健

康及び財産の保護を図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。」 

つまり、建築基準法はすべての建築物について須く安全性・快適性等を確保するための「最低の基準」で

あるから、個々の建物の利用目的に則してそれ以上の適切な基準を設定することは常に意識すべきである。   

4.2 建築基準法の構成 

建築基準法は、大きく統括的規定（制度規定）と実体規定に大別される。ただし、いずれも法律上の言葉

ではなく便宜的な通称である。 

(1)統括的規定（制度規定） 

建築基準法の目的・用語の定義、建築確認申請制度、罰則規定等を定めている。 

(2)実体規定 

所在する地域に係わらずすべての建築物に適用される「単体規定」と都市計画区域内のみで適用される「集

団規定」に大別される。 

「単体規定」は、建物利用者の安全性・快適性を確保するため、地震や火災等に対し個々の建築物が有す

べき構造耐力、防火、建築衛生等に関する技術基準が定められている。 

一方「集団規定」は、建築物の集合体である都市において良好な市街地環境を確保するため、その用途・

規模・形態等に関する基準が定められている。 

5.不適合箇所の具体例 

本章では、建築基準法に関連する不適合箇所の具体例について前章「4.2 建築基準法の構成」の分類に基づ

き以下詳述する。 

5.1 統括的規定（制度規定） 

(1)付属建屋の増築 

 工場建屋本体に接続した庇・下屋、工場建屋から独立した倉庫・駐輪場など、工場建屋の確認申請におい

て審査された設計図（以下、「確認申請図」）に記載されていない小規模な建屋が増築されていることがある。 

 一般的な柱・梁・屋根から構成される建物のほか、工場生産の物置・ユニットハウス・コンテナやテント

屋根の構築物もよく見られる。設置者のなかには、「土地に定着しない構築物は建築物に当たらないので、確

認申請は不要」という認識から、あえて地盤に固定しないといったケースも見られるが、一般的には「随時

かつ任意に移動できない状態」であれば土地への定着性が認められると解されるため建築物に該当すると判

断される。当然ではあるが、基礎を設け適切に地盤に緊結しない場合、地震・風圧などの外力に脆弱であり

極めて危険と言える。 
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 また、工場は防火地域・準防火地域以外の地域に建築されることが多く、床面積が 10 ㎡を超える建築物の

増築を行う際は確認申請が必要となる。ただし、この「床面積 10 ㎡」の解釈については「１つの建築物で 10

㎡を超える」ほか「複数の建築物の床面積の合計が 10 ㎡を超える」場合も含まれるケースがあり注意が必要

である。さらに、確認申請が不要であっても建築基準法に適合させる必要があることにも留意されたい。 

(2)中 2 階（メザニン） 

 工場の内部に鉄骨造の床、いわゆる中 2階（メザニン）を設け、物品

の保管や作業床として利用しているケースが見られる（図 18）。このよう

な中 2階については、その規模・形態・用途などによって階数・床面積

に算入される場合がある。 

一例として、機械設備まわりに設置される保守点検用の床は、一般的

に階数・床面積に算入されないが、荷物の保管や生産作業など保守点検

以外の用途に転用することにより階数・床面積に算入される可能性があ

ることに注意が必要である。 

(3)用途変更  

 床面積 200 ㎡を超える特殊建築物用途への用途変更を行う場合、確認申請が必要となる。 

当初、工場であった床面積 200 ㎡を超える室を生産工程と関連のない倉庫として使用する場合、倉庫は特

殊建築物に当たるため確認申請が必要となるケースがある。逆に当初、倉庫であった床面積 200 ㎡を超える

室を工場として使用する場合、工場は特殊建築物に当たらないため確認申請は不要である。しかし、工場は

居室9であり在館者の避難に係る規定（5.2 実体規定（単体規定）参照）が厳しくなるため、遵法性について

特に十分な検討が必要である。 

5.2 実体規定（単体規定） 

(1)防火区画 

 耐火建築物・準耐火建築物等は、原則として床面積 1,500 ㎡以内ごとに防火

区画（面積区画）を設ける必要がある。ただし、大規模な製造ラインを設置す

る工場等の用途上やむを得ない場合においては、一定の条件により適用が除外

される（建築基準法施行令第 112 条ただし書き）。 

この適用除外規定を受けた工場部分について面積区画は免除されるが、一

般的に、その他の区画可能な部分（事務所・トイレ等）については防火区画

が必要となる。そのため建物竣工後、工場内に事務所や倉庫などの室を作っ

た場合、壁や扉といった区画を形成する各部がこの規定に適合しないケースが

見られる。 

また、防火区画が構造的に適法であったとしても、常閉とすべき防火戸が物

品の運搬の利便上開放状態となっていることや、火災報知機に連動して閉鎖

                              
8 さいたま市消防局,“消防用設備等に関する審査基準 2019”.さいたま市 HP，

https://www.city.saitama.jp/001/011/014/004/005/p030832_d/fil/03_yukamensekioyobikai.pdf，（アクセス日 2023-3-13）. 
9 「居室」とは「居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目的のために継続的に使用する室」をいう（建築基準法第 2条

第 4号）。これ以外の室を便宜上、「非居室」または単に「室」と呼ぶ。 

図 1 中 2階（メザニン）8 

写真 1 防火戸の開放使用 10 

写真2 防火戸の閉鎖障害 10 
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する防火戸の前に物品が置かれ火災時に機能しない状態となっていることも

少なくない。 

さらに、防火区画の壁・床を電気ケーブル・配管等が貫通する場合、耐火性

能を損なわないように貫通部は一定の工法で塞ぐ必要があるが、この貫通部処

理が不十分なケースも見られる（写真 1～310）。 

(2)内装制限 

 特殊建築物・大規模建築物では、火災の急拡大を抑えるため、居室や避難経路にあたる廊下の仕上げに燃

えにくい準不燃材料または難燃材料の使用が規定されている。建物竣工後、工場内に事務所や倉庫などの室

を作った場合、この規定に適合しないケースが見られる。 

(3)避難施設 

 火災発生時に建物内から道路や広場など敷地外の安全な場所まで避難するために極めて重要なのが避難施

設である。標準的な経路は次の通りである。 

居室→廊下（1次安全区画）→階段（2次安全区画）→避難階（通常 1階）→外部→敷地内通路→道路・広場 

 工場施設は生産の合理性が最優先され、原材料・半製品・製品

の各保管倉庫は十分に備えられているため、廊下や階段などの避

難施設内に障害となる物品が置かれているケースは少ない。しか

し、事務・管理エリアなどでは、倉庫の不足による避難施設内の

物品保管も見られる（写真 4～611）。 

 なお、廊下や階段に物品を保管しているケースで、法的に必要

な幅員を確保していれば問題ないのではないかということを聞く

ことがあるが、廊下は 1次安全区画、階段は 2 次安全区画として

計画されており、火災時に避難者を火煙から保護するためのエリ

アであるため、原則として可燃物などの物品の保管は避けるべき

である。 

(4)歩行距離 

 建物の火災時には、避難者は避難施設を使用して火煙が達する前に逃げなければな

らない。「避難階（通常 1 階）以外の階の居室→廊下→階段」および「避難階（通常

1 階）階段→外部」の経路等について、居室の種類に応じてその距離（歩行距離）が制限されている。建物竣

工後に間仕切壁を増設した場合などは歩行距離が延びてしまい、この規定に抵触する可能性がある。 

(5)排煙設備 

 火災時に発生する煙やガスは避難行動や消防活動に支障をきたすものであり、直接的に人命に係るもので

ある。そのため、特殊建築物や一定規模の建物等では避難上支障のある高さまで煙やガスの降下が生じない

ように、建物内の煙の移動を防煙区画で制限し、各区画に外部へ煙を排出する排煙設備の設置が義務付けら

れている。 

                              
10一般財団法人日本建築防災協会（著者・出版） 特定建築物定期調査業務基準（2021 年改訂版）.2021,p.197・p.198・p.174 
11前掲脚注 10 に同じ,343p,p.237・p.240・p.253 

写真 3 防火区画の貫通部 10 

写真 4 避難口前の物品 11 

写真 6 廊下の物品 11 

写真 5 階段室内の物品 11 
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排煙設備は上記建物において基本的には各室に必要であるが、小規模な室で内装を燃えにくい材質とする

ことなど一定の条件により設置が免除される場合がある（Ｈ12 建設省告示 1436 号）。しかし、建物竣工後に

間仕切壁を新設または撤去することにより、この免除条件を満足しなくなることがある。 

 また、機械製作工場等で主要構造部が不燃材料で造られた火災発生の恐れの

少ない構造の建物は、排煙設備の設置が免除される（令第 126 条の 2 第 1 項第

4 号）。この規定の適用を受けた工場内で、生産ラインの変更や可燃物品・危険

物の保管を行うことにより、この免除条件を満足しなくなることがある。 

 さらに、煙を遮断する防煙垂れ壁が欠損するなどして有効に機能しないこと

もある。特に工場ではホイストクレーンが天井に設置されることがあり、増設

や運搬ルートの変更の際にレールを通すため、防煙垂れ壁を一部撤去してしま

うケースが見られる（写真 712）。 

 一方で排煙設備が構造的に適法であったとしても、排煙用の窓の前に物品が

置かれ煙の排出を妨げたり、窓を開放するための装置に手が届かない状態にな

っていたりすることも見られる（写真 8・913）。 

排煙設備は火災時に重要な機能を有しているにもかかわらず、建物利用者は

その存在すら知らないこともある。したがって施設管理者はその維持管理のみ

ならず、防災訓練の実施などにより建物利用者への使用方法の周知まで行うこ

とが大切であり、これにより排煙設備の効用を十全に発揮できることになる。 

(6)非常用の照明装置 

 地震・火災といった災害による停電は、避難行動や消

防活動に支障をきたすものである。そのため、特殊建築

物や一定規模の建物等では居室や廊下・階段といった避

難施設に非常用の照明装置（以下、非常用照明）の設置

が義務付けられている。 

 非常用照明は、発電機や蓄電池といった外部の非常用

電源から電力の供給を受けるタイプと内蔵電池で点灯す

るタイプがあり、後者の場合、電池を定期的に交換する必

要がある。建築基準法の規定により映画館・百貨店など不

特定多数の人が利用する建物では非常用照明を含めた定

期点検の義務があるが、工場はこの対象に含まれていないため施設管理者が自主的

に非常用照明の電池・照明器具本体の劣化状況について点検を行う必要がある。 

 また、非常用照明自体に問題がない場合でも、省エネのために電球を外している

ケースや天井まで積まれた棚・荷物により必要な照度を確保できていないケ

ースなども見受けられる（写真 10～1214）。 

                              
12 前掲脚注 10 に同じ,p.268 
13 前掲脚注 10 に同じ,p.274 
14 前掲脚注 10 に同じ,p.287・p.289 

写真 7 防煙垂れ壁の欠損 12 

写真 8 排煙窓前の物品 13 

写真 9 開放装置の操作不良 13 

写真 10 非常用照明の器具 14 

写真 11 非常用照明の不具合 14 

写真 12 非常用照明の照度不足 14 

器具が劣化している 管球がない 
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(7)非常用進入口 

道路または幅員 4ｍ以上の通路に面して，建物の高さ 31m 以下の部分にある 3 階以上の階には，原則とし

て非常用進入口もしくはそれに代わる代替進入口（以下、非常用進入口等）を設ける必要がある。 

非常用進入口等は、その名の通り火災などの非常時に消防隊がはしご車から建物内に進入するためのもの

であり、その位置を明示し扉や

窓を容易に進入できる構造と

しなければならない（図 215）。 

工場では設備機器・原材料・

製品等を非常用進入口の内側

に置いてしまい、外部からの進

入が困難になっているケース

が見られる。 

 

(8)延焼のおそれのある部分 

延焼のおそれのある部分とは、隣家の火災の影響により延焼を受けるおそれのある部分のことをいう（図 316）。 

隣地境界線・道路中心線から

１階の場合は３m以下、２階以

上の場合は５m以下の部分が延

焼のおそれのある部分に該当

するが、同一敷地内に一定規模

以上の２つの建物がある場合

も外壁同士の中心線から同じ

距離内に発生する。 

原則として、延焼のおそれの

ある部分の開口部には鉄製の

枠に網入りガラスを入れたサ

ッシなどの防火設備を設置する

必要がある。 

 工場では、付属建屋を増築した際、近接する既存の建物との間に延焼のおそれのある部分が生じることが

あるが、確認申請手続きを受けずに建築した場合、必要な防火措置が講じられていないことがある。また、

生産作業における意図しない衝突などにより延焼のおそれのある部分の網入りガラスが破損した際に、防火

性能のない通常のガラスに変えられてしまっているケースもある。 

                              
15 高知市建築指導課.“飲食店などを改修される皆様へ.”高知市 HP，

https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/58/kenchiku0903.html，（アクセス日 2023-3-6）. 
16大津市都市計画部建築指導課.“都市計画区域内で用途地域の指定のない区域（市街化調整区域等）について.”大津市 HP，

https://www.city.otsu.lg.jp，（アクセス日 2023-3-6）. 

図 2 非常用進入口・代替進入口 15 

図 3 延焼のおそれのある部分 16 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 239 ｜ 2023 年 3 月 27 日 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 11 

(9)アスベスト17 

アスベストは、現在使用が禁止されているが、規制前に建てられた鉄骨

造の建物の耐火被覆材などの建材に含まれている場合がある（写真 1318）。 

工場建屋は鉄骨造が多く、古い建物では現行基準を超えるアスベストを

含むロックウール（岩綿）を使用していることも多い。また、一般的な建

物では柱・梁・床版は石膏ボードなどの仕上げ材で囲い込むためロックウ

ールが露出することは少ないが、工場では仕上げ材がなく露出しているこ

とも多く建物利用者が暴露される可能性もある。 

増改築・大規模修繕および模様替えの際に除去もしくは封じ込め措置が義務付けられているが、適切な対

策が行われていないケースがある。 

5.3 実体規定（集団規定） 

(1)用途地域制限 

用途地域は 13 種類であり、それぞれの地域内の土地において建築できる建物の用途が定められている。 

 工場はその規模や騒音・振動・臭気その他環境を悪化させる恐れの程度、危険物の使用の有無など作業内

容に応じて建築が可能な用途地域が細かく設定されている（表 6）。表 6 の通り工業地域・工業専用地域では

すべての工場が建築できるが、その他の地域では作業場の床面積を拡張する際や危険物の貯蔵数量を増加さ

せる際に用途地域制限に抵触してしまう可能性がある。 

 

表 6 用途地域制限19 

 

  

                              
17 耐火被覆の材料などとして用いられていたが、人体に悪影響を及ぼすため現在は 0.1%を超えて含有する建築材料の使用が原則禁止

となっている。 
18 前掲脚注 10 に同じ.2021,p.228 
19 建築基準法第 48 条・別表第 2を基に当社作成 

第
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種

低

層

住

居
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用

地

域

第

二

種

低

層

住

居

専

用

地

域

第

一

種

中

高

層

住

居

専

用

地

域

第

二

種

中

高

層

住

居

専

用

地

域

第

一

種

住

居

地

域

第

二

種

住

居

地

域

準

住

居

地

域

田

園

住

居

地

域

近

隣

商

業

地

域

商

業

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

工

業

専

用

地

域

× ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ 原動機の制限あり。 ▲２階以下

× × × × ① ① ① ■ ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × × ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × × × × ○ ○ ○

× × × × × × × × × × × ○ ○

× × × × ① ① ② × ③ ③ ○ ○ ○
原動機の制限あり。

作業場の床面積

① 50㎡以下 ② 150㎡以下③ 300㎡以下

量が非常に少ない施設 × × × ① ② ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○

量が少ない施設 × × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○

量がやや多い施設 × × × × × × × × × × ○ ○ ○

量が多い施設 × × × × × × × × × × × ○ ○

工
場
・
倉
庫
等

火薬、石油類、ガスなどの

危険物の貯蔵・処理の量

原動機・作業内容の制限あり。

作業場の床面積

① 50㎡以下 ② 150㎡以下

■ 農産物を生産、集荷、処理及び貯蔵

　　する ものに限る。

① 1,500㎡以下 ２階以下

② 3,000㎡以下

自動車修理工場

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服店、畳屋、建具屋、自転車

店等で作業場の床面積が50㎡以下

用途地域内の建築物の用途制限
 ○ 建てられる用途

　　× 建てられない用途
①、②、③、④、▲、■：面積、階数等の制限あり

備 考

写真 13 耐火被覆材 18 
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また用途地域内の一定の地区では、地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護等特別の目的の

実現を図るため、用途地域の指定を補完して特別用途地区が定められる。この特別用途地区では、地方公共

団体の条例で建築の制限を付加または緩和することができる。 

中小工場や工場併用住宅と住宅の混在が多い準工業地域などでは、居住環境の保全と中小工場の保護を目

的に特別用途地区の「特別工業地区」が指定され、騒音の原因となる生産機械や工場規模が制限されること

がある。これにより、工場が建てられた時には適法であったにもかかわらず、現在は適合しない既存不適格

の状態となり、増築・改築が制限されることがある。 

(2)建蔽率・容積率 

 建蔽率は敷地面積に対する建築面積（建物を真上から見た時の投影面積）の割合、容積率は敷地面積に対

する延床面積（建物の各階床面積の合計）の割合をいい、建物の所在する地域および敷地と道路との関係か

らその限度が定められる。 

 工業専用地域の敷地に複数の建物が配置される大規模な工場では、建蔽率・容積率ともに十分な余裕があ

るため問題となることはあまりないが、比較的狭い区画に中小規模の工場が密集している場合には、付属建

屋や中 2 階の増築によって建蔽率・容積率が限度を超過する可能性がある。 

6.当社の取組み状況 

当社では工場施設ついて、一級建築士による遵法性調査のほか、建物の劣化診断・修繕計画策定、自然災

害リスク評価や防災診断、BCP 策定支援といった各種コンサルティングを提供し、総合的なリスクマネジメ

ントによる安全・安心に寄与できるよう取り組んでいる。 

さらに企業不動産全般に対しては、不動産鑑定評価、企業の環境経営・ESG 評価、TCFD 対応、環境マネジ

メントシステムなど、環境・社会に関する様々な知見を持つコンサルタントにより、多角的な視点での不動

産コンサルティングサービスを提供している。 

おわりに 

本レポートでは、工場施設を対象に主に建築基準法に関する遵法性について述べた。これは、人の安全・

安心を建物のハード面から支えるうえで最低限遵守すべき事項であるが、現実的には建物を長期間使用して

いく過程の中で当初の適法性が保たれていない工場施設も散見される。 

近年でも工場における事故は頻繁に報道されており、なかには人命が失われているケースもある。 

不動産の潜在リスクを把握するための調査・分析費用は直接的に企業の収益につながらないため、予算の

確保や調査の実施が難しい状況になっていることが、適法性が保たれていない要因のひとつと考えられる。

しかし、近年では CSR や ESG 投資の社会的浸透により投資家はそれら潜在リスクに対する取組状況をひとつ

の指標として投資対象の適格性を判断している。不動産の適切な維持管理を行うことは社員の安全・安心を

重要視する姿勢としてガバナンスの観点からもアピールできる材料であり、一般事業会社が投資家から資金

を調達する観点でも有効といえる。 

このような社会的背景を基に、不動産に係るリスク把握は企業経営においてますます重要となってきてお

り、工場施設についてもリスク管理を実施し、建物利用者の安全・安心の向上につながることを期待したい。 
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